














In order to prevent the spread of nuclear weapons, various methods have been adopted since
the 1960s. In parallel with the political commitment through the Nuclear Non-Proliferation
Treaty, efforts to technically prevent its proliferation have been seriously made. In this
article, I will mainly examine the technical means to prevent the spread of nuclear weapons
and nuclear-related technologies. First, political, technical and military methods to prevent
proliferation will be analyzed. Second, I will examine technical measures, which are based on
political agreement and which are not respectively. Third, the central export control regime
called the Nuclear Suppliers Group (NSG) will be critically analyzed from the viewpoints of
effectiveness and legitimacy. And finally, the relation between nuclear non-proliferation and
nuclear disarmament will be examined.
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for the Right Lessons," The
散のための戦略として､アメ
の6つが必要であると分析
Beyond Carrots and Sticks,
の措置として､輸出管理､軍備管理､対抗拡散をそれぞれ分析し､過去10年間に生じ
の政策道具は互いに補完的であるばかりでなく､それらの統合された追求が全体的な
ている(Brad Roberts, "Proliferation and Nonproliferation in the 1990s: Looking
Nonprohfemtion Review, Vol. 6, No.4, Fall 1999, p. 74.)またミッチェルは､核不拡
とムチだけでなく､抑止戦略､報酬戦略､予防戦略､発生戦略､認識戦略､規範戟略
している(Ronald B. Mitchell, "International Control of Nuclear Proliferation:
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ll)原子力供給国グループ(NSG)の起源､役割､活動については､ The NucleaγSuppliers Group: Its Origin, Role and
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17) NPT/CONF. 2000/18, 24 April 2000.
核不拡散と輸出管理 161
正当性の第1のかつ最大の問題は､ NPT　に加入し法的に核不拡散を引き受けている国に
対しても､非締約国と同様の取扱いがなされていること､またある場合には非締約国の方に
より多くの援助が提供されているということであった｡特に平和利用を核兵器に転用するこ
とを防止するために､条約第3条1項により非核兵器国はフルスコープ保障措置を受諾して
いるので､さらにそれ以上の措置は公平性に反すると考えられている0
1995年のNPT再検討･延長会議の｢核不拡散と核軍縮のための原則と目標｣の第16項に
おいても､ ｢原子力平和利用を促進するあらゆる活動において､特に開発途上国の必要性を考
慮して､条約締約国である非核兵器国に優先的待遇が与えられるべきである｣と規定してい
るo
第2の問題は､輸出管理が原子力提供国により一方的に適用されている点である｡すなわ
ち非同盟諸国から見れば､先進工業国による輸出管理は､一方的に強制された制限措置であ
り､平和的原子力活動への不当な規制であると考えられているO　これは一定のルールを定立
する場への参加の問題であり､ NSGのガイドラインの作成に参加していないにもかかわら
ず､ガイドラインの適用により一定の品目の輸出が拒否されたりする事態に関連している｡
第3の問題は､第2の問題とも関わるが､多国間輸出規制が透明性を欠いている点である｡
NSGで行われる協議はすべて非公開であり､ガイドラインはIAEA文書として公表される
が､輸出管理の実態などはすべて公開されていない｡
1995年のNPT再検討･延長会議で採択された｢核不拡散と核軍縮のための原則と目標｣
の第17項は､ ｢原子力関連輸出管理における透明性が､すべての関連する条約締約国間での対
話と協力の枠組みの中で促進されるべきである｣と規定している18)
NSGのメンバーは､その輸出管理の透明性を促進するために､ NSG非メンバー国に個別
に説明したり､複数国を集めてセミナーを開催して､輸出管理の目的や内容を説明したりし
ている｡
第4の問題は､ NSGが冷戦後､原子力専用品のみならず原子力汎用品をも輸出管理のリス
トに含めたことである｡汎用品は文字通り平和的にも利用できるものであり､これらの品目
に輸出規制が適用されていることが､特に問題となる｡
3　実効性と正当性の調和
実効性と正当性の課題は基本的には逆の方向を目指すものであってその調和は容易ではな
い｡しかしこれらの制度が今後ともうまく作用していくためには､実効性と正当性の課題を
18) 2000年NPT再検討会議において､輸出管理の問題が大きな対立点の1つとなり､ NSGが一定の役割を果たしてい
るという記述は最終的に削除され､ザンガ-委員会に言及した条項も削除されたo　これは開発途上国の不満が大き
いことを現している｡
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調整していくことが不可欠であろう｡
ザンガ-委員会もNSGも1970年代に設置されたものであり､当時は条約に参加しない多
くの国が存在した｡たとえばフランスは原子力供給国であったが1991年までNPTの締約国
ではなかったし､供給国と受横国の双方にNPT締約国でない国が多く存在した｡しかし､
現在では､条約に加入していない主要国は､インド､イスラエル､パキスタン､キュ-バの
4国であり､条約の普遍性はかなりの範囲で確保されている｡この側面は重要な進展である｡
したがって､今後の輸出管理制度は､この現実を受け入れそれに対応する必要がある｡
ザンガ-委員会は､NPT第3条2項の解釈の統一を図る任務を引き受けてきたが､その設
立以来一貫して非公式な存在として､非公式な合意としてガイドラインを定めてきた｡また
当初の商業的競争の観点から､フルスコープ保障措置を移転の条件とはしてこなかった｡さ
らにNPT第3条2項の解釈の統一という目的を持ちながらも､ NPTの締約国すべてが参
加しているのではなく､三十数カ国に限られている｡
すなわちNPT締約国であってもザンガ-委員会のメンバーになっていない国は､そのガ
イドラインに拘束されずに､自由に移転できることになっている｡
したがって､ザンガ-委員会に関しては､条約再検討会議で議論を進め､条約締約国がす
べて参加して議論し､条約に入ろうとしない若干の非核兵器国に対する厳格な輸出管理制度
を作成すべきであろう｡それにより､実効性と正当性の双方を満足させるような新たな規則
の設定が可能になるだろう｡ザンガ-委員会の現在の合意は原子力専用品のみであり､規制
の対象をその範囲に限定することは1つのオプションであるが､フルスコ-プ保障措置の導
入に合意することが必ず必要である｡
他方､ NSGはもともとNPTとは別個に作成されたものであるが､ NPTの普遍性がかな
りの範囲で確保され､ NSGのメンバーはすべてNPTの締約国となっているのであるから､
NPTとの連携関係を一層強化すべきであろう｡またイラクや北朝鮮のように条約の締約国と
なっておりながらも､それを隠れ蓑として核兵器の開発に進んでいる国があることは確かで
あるが､これらの事例を一般化してNPTに加入していることは無意味であって､あらゆる
国に対する輸出管理､ある場合には輸出拒否を実施すべきだと考えるのも過剰な反応である
と思われる｡
特に現在問題となっている汎用品の輸出規制や輸出拒否については､条約の締約国である
か否かを1つの区別の基準とすべきであろう｡条約義務の違反の問題は､条約の実効性の問
題であって､それは条約義務の検証制度の強化などにより対応すべきであり､ IAEAは追加
議定書を採択し､保障措置の強化が導入されつつある｡条約に加入しない国は､核不拡散の
義務を引き受けていないのであるから､厳格な輸出管理あるいは輸出拒否も当然適用される
べきである｡
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しかし､条約の締約国となっている国に対しては､輸出制限や輸出拒否ではなく､一般に
は輸出を許可しつつ､その品目や技術の移転を監視し続ける体制の構築に進むべきであろう｡
すなわち原則は輸出許可としながらも､それが核兵器の開発や製造に用いられないことを確
保するための手続を強化することである｡受入国も自国の意図を証明するために大幅な現地
立入りなどを承認すべきであろう｡
またNSGとNPTとの関係を強化し､ NSGの透明性の促進とともに､ NSGへの参加の
普遍性を促進し､そのガイドラインが一方的に課されたものという側面を緩和する方向に進
むべきであろう｡
IV　核不拡散と核軍縮
核関連技術の拡散の問題を含め､核不拡散のあらゆる問題は､基本的には核不拡散と核軍
縮の問題に帰着する｡すなわち､核不拡散そのものを目的とし､そのためにさまざまな措置
をとるべきであると考えるか､核不拡散は核軍縮のための手段であって､それ自体は目的で
はないと考えるかという問題である｡
国際の平和と安全保障という側面から考えた場合に､かつ長期的視点に立って考えた場合
には､核兵器の廃絶という目標が明かになる｡短期的に核廃絶は困難であるという主張は､
この立場と矛盾するものではない｡核兵器の廃絶は現在の国際社会の構造では困難であると
いう主張も､この立場とは矛盾しない｡
核兵器の廃絶には時間がかかるであろうし､国際社会の大幅な構造改革が必要となるかも
しれない｡しかし､これらの問題があるからといって､核不拡散が最終目標であり､国際社
会は全体として核不拡散のためにのみ努力すべきであるということにはならない｡
核兵器の廃絶を進めるための前提として核不拡散は絶対必要である｡核兵器がさらに拡散
することは､核兵器廃絶という目標をさらに困難にするからである｡
1968年にNPTが署名され､ 5核兵器国に特権的地位が与えられたのは､当時の現状から
して､事態の悪化をあらかじめ防止するために必要であったからであって､その特権的地位
を永久に続けることが､最終日標とされたわけではなかった｡条約の前文では､核戦争が全
人類に惨害をもたらすものであり､それを回避するためにあらゆる努力を払い､人民の安全
を保障するための措置をとることが必要であることを考慮している｡さらに､核軍備競争の
早期の停止､核軍縮の効果的な措置をとる意図を宣言しており､これは条約本文の第6条に
おいてそのための誠実な交渉が義務付けられている｡
すなわち､核不拡散体制を目的とみることは､この体制の差別性を強化することになり､
輸出管理制度も､その根源的な差別性を具現化したものと見られることがある｡ここに輸出
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管理制度の根本的な問題があるように思える｡
核不拡散体制の一環を担っている輸出管理制度は､核不拡散の達成のためには重要な措置
であるが､核関連技術の拡散は､グローバルエコノミーの時代においては防止するのがきわ
めて困難になっており､その正当性についても疑問が投げかけられている｡すなわち技術的
な対応には限界があるため､核兵器の拡散防止は最終的には政治的手段によるべきであり､
サプライサイド･アプローチよりもデマンドサイド･アプロ-チに重点を置くべきである｡
それは各国あるいは各地域の安全保障環境の改善であり､また核兵器の政治的および軍事
的価値を低下させることが必要であることである｡
*　*　*
本稿は､ ｢テクノロジーと人間の安全保障｣という統一テーマの下で2001年6月に開催され
た日本平和学会2001年春季研究大会の部会Ⅴ ｢軍事技術･核の拡散と平和研究｣において､
｢核不拡散問題と国際平和｣と題して行った報告を基礎とし､その後大幅に加筆したもので
ある｡
